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４ 財政指標 

本市の普通会計（Ｐ28 参照）における財政状況について各種財政指標を用い、指

定都市との比較も交えて分析してみました。 

 

（1）市債現在高及び公債費の推移 

市債現在高については、過去の投資的経費の抑制により減少傾向にありましたが、

合併に伴う旧町残債の引継ぎや臨時財政対策債の増加により、平成 26年度末は

3,497億円となり、過去10年間で一番少ない平成20年度の2,770億円と比べ

727億円の増加となっています。 

このうち、臨時財政対策債については、平成13年度から、普通交付税の代替財

源として発行され、その現在高は年々増加し、平成２６年度末は1,271億円とな

っています。 

臨時財政対策債については、後年度において全額が普通交付税に算定され、地方

団体の財政運営に支障が生じないよう措置されてはいるものの、市債発行額の抑制

や、市債現在高の削減の取り組みの支障となっています。 
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（2）将来負担比率及び実質公債費比率の推移 

将来負担比率は、合併による旧町の残債引継ぎやリーマンショックによる市税収

入の減少により、平成 20、21 年度に悪化し、140.5％となりましたが、その後

は臨時財政対策債を除く市債残高の減少により比率は低下し、平成 26 年度は

122.4％となり、指定都市20市中10番目の数値（平均：118.8％）となってい

ます。 

また、実質公債費比率は、計画的な市債発行に努めてきたことや、指定都市移行

に伴う軽油引取税交付金等の新たな歳入や市税の増加により比率は低下しており、

平成 26年度は 9.9％となり、指定都市 20市中 9番目の数値（平均 10.6％）と

なっています。 

両指標ともに改善傾向にありますが、今後は、合併による新市基本計画の実施や

国・県道整備などの必要な社会基盤の整備により、市債残高や公債費の増加が見込

まれることから、両指標ともに上昇することが見込まれ、計画的な財政運営が必要

となります。 
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Q.標準財政規模ってなぁに？ 

A：地方自治体の一般財源の規模を示すもので、具体的には基準財政収入額（市税

や譲与税等）にその留保財源と、普通交付税、臨時財政対策債を加えたもので

す。 

（3）市民一人当たりの市債現在高、将来負担比率の状況 

平成26年度の市民一人当たりの市債現在高は、477千円（平成25年度：456

千円）で、前年度と比べて 21千円の増加となり、指定都市20市中低い方から６

番目となっています。 

市債現在高は他都市と比べ低いものの、将来負担比率は指定都市平均と同程度で

あり、標準財政規模が小さいことがわかります。 

また、臨時財政対策債を除く市民一人当たりの市債現在高は、303 千円（平成

25 年度：306 千円）で、前年度と比べて 3 千円の減少となり、指定都市 20 市

中低い方から７番目となっています。 
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（4）財政調整基金及び減債基金現在高の推移 

財政調整基金は、平成3年度（103億円）をピークに年々減少し、平成 8年度

には29億円まで落ち込みましたが、その後は増加傾向となり、平成23年度には

113億円まで増加しました。 

しかしながら、平成２４年度には九州北部豪雨災害復旧に要した経費に５億円、

平成２5年度には食肉センター廃止に伴う機能代替施設関連経費対応分として 8.5

億円を取り崩したため１００億円となり、平成２６年度は新たな取崩しを行わなか

ったため利子分だけが増加し、１０１億円となっています。 

なお、減債基金については、近年7億円で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5）市民一人当たりの財政調整基金及び減債基金現在高の状況 

財政調整基金、減債基金現在高の合計108億円を市民一人当たりに換算すると、

現在高は 15千円（平成２５年度：15千円）となり、指定都市 20市中 12番目

となっています。 
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（6）経常収支比率及び財政力指数の推移 

財政の弾力性を見る経常収支比率は、「三位一体の改革」により、市税については

増加したものの、それを上回る地方交付税の減少により上昇傾向となり、更には扶

助費などの経常的な経費に充当する一般財源の増加や、リーマンショックの影響に

よる市税の大幅な減少により、平成21年度には92.2％まで上昇しました。 

その後は、市税収納率の向上や指定都市移行により軽油引取税交付金等が新たに

交付されるなど、一般財源総額が増加したことにより、改善傾向になりましたが、

平成26年度は3年ぶりに90％を超える水準となっています。 

次に、都市の財政力を示す財政力指数は、数値が高いほど財政に余裕があるとい

え、平成20年度以降は低下傾向となっていましたが、近年は、指定都市移行に伴

う軽油引取税交付金等の新たな歳入や市税の増加等により基準財政収入額が増加傾

向であり、平成26年度は0.70となっています。 
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Q1.経常収支比率ってなぁに？ 

A：市税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される財源

のうち、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費に充当された

ものが占める割合のことです。財政構造の弾力性を判断する指標として用いられ、比率

が高いほど、財政構造の硬直化が進んでいることをあらわしています。 

Q2.財政力指数ってなぁに？ 

A：地方自治体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数

値の過去３年間の平均値によって示されます。財政力指数が高いほど、普通交付税算定

上の留保財源が大きいことになり、財源に余裕がある団体といえます。 

（7）経常収支比率及び財政力指数の状況 

経常収支比率90.6％は指定都市20市中 2番目に低く、他都市と比べ低い水準

ではあるものの、財政力指数は0.70で20市中19番目（札幌市と同位）となっ

ており、本市は財源に余裕がない団体といえます。 

今後、高齢化の進展などにより扶助費の増大が見込まれることから、経常的な経

費も含めた更なる抑制、市税をはじめとする自主財源のかん養により、健全な財政

運営を行う必要があります。 
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５ 熊本市の決算分析のまとめ 

【決算規模】 

  熊本市の決算規模は、年々増加しており、平成 26年度は9年連続で前年度決算

額よりも増加（5年連続で過去最高）し歳入が2,984億円、歳出が2,928億円と

なりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【歳入】 

  市税収入は、微増傾向とはいえ、歳入全体の 3分の1程度であり、収入額・収納

率ともに指定都市の中で最下位となっています。 

  また、地方交付税・臨時財政対策債が一般財源の 3分の１を占めており、指定都

市の中で最もこれらに依存した財政運営を行っています。 

  更に、市債が歳入全体の 15％を占めており、合併・指定都市移行を経て、発行

規模は拡大しており、地方債への依存度が高まっています。 

 

本市の歳入は、国の財政状況や地方財政全体の動向に左右されやすい構造であり、

人口減少・少子高齢化社会が進む中で、市税や地方交付税等一般財源の大幅な増加

を見込むことは困難です。このような中にあっても、新たな税財源の確保や収納率

向上対策、公平公正な受益者負担の実現等、少しでも自主財源を増やし、より自立

した財政構造を目指す取り組みが不可欠です。 
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【歳出】 

  義務的経費は、歳出全体の 6割弱で推移しており、特に扶助費についてはこの

10年間で歳出額が約 2倍になっており、今後も引き続き増加していくことが見

込まれます。 

  更に、公債費についても、過去の投資抑制等による減少傾向から、臨時財政対

策債の償還増や近年の投資的経費の増加による影響により、今後は増加に転ずる

ことが見込まれます。 

  また、投資的経費については、合併・指定都市移行に伴う施設整備等で増加傾

向にあり歳出全体の15％を占めています。 

 

【財政指標】 

  各種財政指標については、指定都市の中でも概ね平均的かやや良好な状況では

あるものの、扶助費の増加や、投資的経費の増加に伴う市債の発行増による市債

残高の増加が見込まれることから、各指標についても上昇することが見込まれま

す。 

 

今後、扶助費など社会保障関係費や公債費の増加が、これまで以上に他の経費

を圧迫するおそれがあり、また、老朽化した公共施設等の維持・更新にも的確に

対応していく必要があります。一方で、社会経済情勢の変化や多様化・複雑化す

る市民ニーズを踏まえた新たな事業を進めていくための財源確保も必要であり、

事業の優先順位を明確にし、これまで以上に事業の選択と集中を進めていく必要

があります。 

その際は、地域経済の活性化や雇用・就業機会の確保などの税源涵養につなが

る取組みや、医療費・介護費等の増加の抑制・給付の適正化や施設の長寿命化に

向けた予防施策の推進を図ることも必要です。一方で、既存事業についても、事

業目的の達成状況や費用対効果などを検証しながら、廃止を含めた不断の見直

し・改善も行わなければなりません。 

このため、毎年度の当初予算編成のなかで、各種財政指標の推移も見極めなが

ら、事業の選択と集中や投資水準全体の調整など将来世代に過度な負担とならな

いよう、持続可能な行財政運営の実現に向け取り組んでいく必要があります。 

 

 

 

 

 


